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富山市の財務諸表（平成 23 年度決算）について 

１．はじめに 

本市では、平成１２年度決算から平成１８年度決算までは、国の「地方公共

団体の総合的な財政分析に関する調査研究会」が示した作成要領に基づき、主

に決算統計の数値を使って財務諸表を作成してきました。しかし、平成１８年

６月に成立した｢簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関す

る法律｣により、地方公共団体の資産・債務改革の一環として「新地方公会計制

度の整備」が求められました。 

本市では、「基準モデル」と「総務省改訂モデル」の２つのモデルのうち、   

「基準モデル」の方が、資産を時価で評価するなど、より正確な財務状況を把

握できることから、平成１９年度決算からはバランスシートをはじめ、全ての

財務諸表を「基準モデル」に従い作成しております。 

【基準モデル及び総務省改訂モデルの特徴】 

（１）基準モデル

  民間企業会計の考え方を取り入れ、自治体が保有するすべての資産を公

正価値（時価）で評価する。 

（２）総務省改訂モデル

  既存の決算統計を活用し、資産については、過去の建設事業費の積上げ

から簡易的に価値を算定する。 

【４つの財務諸表】 

（１）貸借対照表（バランスシート）

年度末時点における資産、負債、純資産の残高を示すもの。 

（２）行政コスト計算書

当該年度における行政活動に伴うコスト、その財源となる使用料・手数

料等の収入を示すもの。 

（３）純資産変動計算書

当該年度における純資産と、その内部構成の変動を示すもの。 

（４）資金収支計算書（キャッシュフロー計算書）

当該年度における資金の支出と収入を示すもの。 
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２．対象となる会計の範囲、作成基準など  

公表した４つの財務諸表は、一般会計、特別会計、企業会計をあわせた「単

体ベース」と、これに本市が関係する財団法人等を加えた「連結ベース」の２

種類を作成しています。 

【連結ベース】 

【単体ベース】  (株)富山市民プラザ 

   (財)富山市民文化事業団 

一般会計 水道事業会計 富山市土地開発公社 

公債管理特別会計 工業用水道事業会計 (社福)富山市社会福祉協議会 

母子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 公共下水道事業会計 (社福)富山市社会福祉事業団 

牛岳温泉健康センター事業特別会計 病院事業会計 (社)富山市シルバー人材センター 

軌道整備事業特別会計 公設地方卸売市場事業特別会計 (財)富山市生活環境サービス 

賃貸住宅・店舗事業特別会計 白樺ハイツ事業特別会計 (財)富山勤労総合福祉センター 

 牛岳温泉スキー場事業特別会計 (財)富山市勤労者福祉サービスセンター

 企業団地造成事業特別会計 (財)富山市ガラス工芸センター 

 分譲住宅・分譲宅地事業特別会計 (財)岩瀬カナル会館 

 農業集落排水事業特別会計 富山大手町コンベンション(株) 

 駐車場事業特別会計 (財)富山観光物産センター 

 競輪事業特別会計 (株)まちづくりとやま 

 国民健康保険事業特別会計 (財)富山市ファミリーパーク公社 

 介護保険事業特別会計 (財)富山市学校給食会 

 後期高齢者医療事業特別会計 (財)富山市体育協会 

 農業共済事業特別会計  (財)富山市大沢野健康文化推進財団 

  (株)八尾サービス 

    (財)富山市婦中公園緑地管理公社 

  (株)ほそいり 

  大山観光開発(株) 

  富山ライトレール(株) 

※国が示す作成要領では、一部事務組合についても連結ベースの対象となっています

が、本市が加入している一部事務組合では、現在のところバランスシート等を作成

していないため、今回の財務諸表には含めておりません。 

作成基準日･･･平成２４年３月３１日 

・一般会計及び特別会計の出納整理期間（平成２４年４月１日から５月３１日まで）

の入出金については、作成基準日までに出入金が終了したものとして処理していま

す。 

・企業会計及び関係団体の未収・未払金のうち、一般会計及び特別会計と出納整理期

間に取引があったものは、作成基準日までに入出金されたものとして処理していま

す。 
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３．４つの財務諸表 

（１）平成２３年度貸借対照表（バランスシート） 

（ア）趣旨 

現行の会計方式は、一会計年度の資金の流れ（フロー）を中心としているため、資

産や負債などのストックに関する情報がわかりにくくなっています。 

そこで、民間企業会計の手法を用いたバランスシートを作成することにより､税金の

投入等で整備された資産の状況や､その資産形成の財源である負債、純資産の状況等を

把握することができます。 

（単位：百万円）

単体 連結 単体 連結

１．金融資産 55,657 55,191 １．流動負債 39,402 54,478

（１）資金 15,204 17,649 （１）未払金 3,479 4,713

（２）債権 16,377 14,373 （２）賞与引当金 1,432 1,488

　　① 未収金 11,617 12,095 （３）翌年度償還予定 33,888 33,888

　　② 貸付金 2,621 2,621 　　　地方債

　　③ その他 2,139 -343 （４）短期借入金 0 13,549

（３）有価証券 0 316 （５）その他 603 840

（４）投資等 24,076 22,853

　　① 出資金 6,874 4,125

　　② 基金・積立金 15,741 17,852 ２．非流動負債 470,188 472,975

　　③ その他 1,461 876 （１）地方債 437,157 437,157

（２）借入金 0 1,570

２．非金融資産 1,065,535 1,090,068 （３）退職給付引当金 28,602 29,730

（１）事業用資産 355,657 380,189 （４）その他 4,429 4,518

　　① 土地 102,154 104,080

　　② 建物 226,689 236,360

　　③ その他 26,814 39,749

（２）インフラ資産 709,878 709,879 　負債合計 509,590 527,453

　　① 用地 158,092 158,092

　　② 施設 489,093 489,093

　　③ その他 62,693 62,694

　資産合計 1,121,192 1,145,259 　負債及び純資産合計 1,121,192 1,145,259

　資産の部 　負債の部

　純資産の部

　純資産合計 611,602 617,806

（イ）バランスシートからわかること（上段は単体で、下段のカッコ内は連結） 

［総額］        （単位：億円）   ［市民１人あたり］  （単位：万円） 

資 産 

１兆 1，２１２

(１兆１，４５３)

負 債 

５，０９６ 

(５，２７５) 
資 産 

２６９ 

（２７５） 

負 債 

１２２ 

（１２７） 

純資産 

６，１１６ 

(６，１７８) 

 純資産 

１４７ 

（１４８） 

平成２４年３月３１日現在の人口は４１６，２２３人 
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①資産について 

資産は、市政運営の資源として用いられ、将来にわたり行政サービスを提供する

ために使用されるものです。 

本市の総資産は、単体で１兆１，２１２億円、連結で１兆１，４５３億円となっ

ており、市民１人あたりそれぞれ、２６９万円、２７５万円となっています。 

全体の多くを占めているのが非金融資産で、内訳は、学校、文化施設などの事業

用資産が、単体で３，５５７億円、連結で３，８０２億円です。 

道路や橋りょうなどのインフラ資産が、単体、連結ともに７,０９９億円となって

います。 

②負債について 

負債は、地方債など将来において支払の必要があり、将来の世代が負担すること

になる非流動負債と、一年以内のうちに支払期限が到来する流動負債に区分されま

す。 

本市の負債は、単体で５，０９６億円、連結では５，２７５億円となっており、

資産全体に占める割合ではそれぞれ、４５．５％、４６．１％となっており、市民

１人あたりではそれぞれ、１２２万円、１２７万円となっています。 

また、負債総額のうち、単体の地方債残高（非流動負債の地方債＋流動負債の翌

年度償還予定地方債）は４，７１０億円で、このうち交付税で措置される額が２，

２５１億円あることから、実質的な地方債残高は２，４５９億円となっています。 

③純資産について（①－②） 

過去の世代や国・県が負担した、将来返済しなくてもよい財産である純資産は、

単体で６，１１６億円、連結で６，１７８億円となっており、市民１人あたりでは

それぞれ、１４７万円、１４８万円となっています。 

（ウ）経年比較 

① 資産 

平成 2３年度 平成２２年度 増減

単体 1兆１,２１２億円 1兆１,３０８億円 ９６億円減

連結 1兆１,４５３億円 1兆１,５６７億円 １１４億円減

単体では、事業用資産における建物の減価償却による減（▲１１８億）などによ

り、単体で９６億円の減、連結で１１４億円の減となっています。 

② 負債 

平成 2３年度 平成２２年度 増減

単体 ５,０９６億円 ５,１５５億円 ５９億円減

連結 ５,２７５億円 ５,３５６億円 ８１億円減

単体では、退職給付引当金の減（▲１９億円）や事業の進捗による下水道事業会

計などの地方債残高の減（▲３５億円）があることから、合計５９億円の減となっ

ています。また、連結では、単体の要因に加え、土地開発公社の借入金の減（▲１

４億円）などがあり、８１億円の減となっています。
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（２）平成２３年度行政コスト計算書 

（ア）趣旨 

地方公共団体の行政活動には、資産の形成につながる道路や公園、学校等の公共施

設の整備などのほか、資産の形成につながらない社会保障やごみ処理などの行政サー

ビスがあります。 

行政コスト計算書は、この資産形成につながらない行政サービスの提供に要するコ

ストと、それらに充当する使用料・手数料等の収入を示したものであり、本市の行政

活動の内容を把握することができます。 

その意味で、現役世代に対する行政コストの明細書ということができます。 

経常費用（行政コスト）の区分

１ 経常業務費用  

（１）人件費 職員給与や議員報酬、退職給付費用など。 

（２）物件費 備品や消耗品の購入費、減価償却費（社会資本の経年劣化に伴

う減少額）、施設の維持補修にかかる経費など。 

（３）経費等 業務等委託費や地方債償還の利子、災害復旧事業費など。 

２ 移転支出 補助金や社会保障費経費（生活保護費等の扶助費）など 

経常収益

使用料や手数料、諸収入の一部（住民票の発行手数料や上下水道使用料なども含む） 

（単位：百万円）

単体 連結

232,105 240,373

１．経常業務費用 114,127 124,616

（１）人件費 37,513 41,325

　　① 職員給料（給料、職員手当） 23,689 25,943

　　② 退職給付費用 2,944 3,121

　　③ その他（共済費、報酬、賃金など） 10,880 12,261

（２）物件費 28,207 33,450

　　① 消耗品費 4,805 7,842

　　② 減価償却費（事業用資産分） 13,950 14,642

　　③ 維持補修費 5,800 6,260

　　④ その他（修繕以外の需用費、役務費など） 3,652 4,706

（３）経費等 48,407 49,841

　　① 委託費 23,291 22,034

　　② 公債費（利子分） 9,024 9,024

　　③ その他（賃借料、企業債借入金支払利息など） 16,092 18,783

２．移転支出 117,978 115,757

（１）補助金等移転支出（補助金、交付金など） 10,866 7,979

（２）社会保障給付費 96,178 96,178

（３）その他（繰出金、公課費など） 10,934 11,600

　経常収益（使用料、手数料、諸収入の一部など） 44,469 52,841

　純経常行政コスト

［経常費用（行政コスト）－経常収益］

　経常費用（行政コスト）

187,636 187,532
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（イ）行政コスト計算書からわかること 

 総額（単位:億円） 市民１人あたり（単位:万円）

単体 連結 単体 連結 

経常費用（行政コスト） ２，３２１ ２，４０４ ５６ ５８

経常収益 ４４５ ５２８ １１ １３

純経常行政コスト １，８７６ １，８７５ ４５ ４５

経常費用（行政コスト）は、単体が２，３２１億円、連結が２，４０４億円であり、

市民１人あたりではそれぞれ、５６万円、５８万円となっています。 

また、行政サービスを利用する対価として市民が負担する使用料・手数料などの経

常収益は、単体が４４５億円、連結が５２８億円であり、市民１人あたりではそれぞ

れ、１１万円、１３万円となっています。 

行政コストから経常収益を差し引いた純経常行政コストは、単体が１，８７６億円、

連結が１，８７５億円であり、市民１人あたりでは単体、連結ともに４５万円となり、

市税や地方交付税などの一般財源や、国・県補助金などで補っています。 

（ウ）経年比較 

① 経常費用（行政コスト） 

平成 2３年度 平成２２年度 増減

単体 ２,３２１億円 ２,３６８億円 ４７億円減

連結 ２,４０４億円 ２,４５０億円 ４６億円減

単体では、減要因として、土地開発公社の債務引受等による補償金の減（▲４

７億）、補助金等移転支出の減（▲１０億円）、競輪事業会計の払戻金の減（▲９

億円）などがある一方で、各種扶助費及び国保等特別会計における給付費等社会

保障関係費の増（４４億円）などがあり合計で４７億円減少しています。 

② 経常収益 

平成 2３年度 平成２２年度 増減

単体 ４４５億円 ４６８億円 ２３億円減

連結 ５２８億円 ５４９億円 ２１億円減

単体では、企業団地造成事業における土地貸付・売払収入の減（▲４億円）や

競輪事業収入の減（▲１０億円）などにより２３億円の減少となりました。 

③ 純経常行政コスト 

平成 2３年度 平成２２年度 増減

単体 １，８７６億円 １，９００億円 ２４億円減

連結 １，８７５億円 １，９０１億円 ２６億円減

上記①、②の変動から、純経常行政コストが減少しました。
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（３）平成２３年度純資産変動計算書 

（ア）趣旨

純資産の一会計年度内の増減を明らかにするもので、どのような財源や要因で純資

産が増減したのかを把握することができます。 

変動要因の区分

１ 財源の変動 行政コスト計算書に計上されない財源の流出入を示す。 

（１）財源の使途 市税や国・県補助金などを使用した経費。 

（２）財源の調達 調達した財源の種類。 

２ 資産形成充当 

財源の変動 

財源を将来世代も利用可能な固定資産や長期金融資産にどの

程度使用したかを示す。 

（１）固定資産の 

変動 

当該年度に学校、道路などの社会資本を取得した額と過去に取

得した社会資本の経年劣化等に伴う減少額との差額。 

（２）長期金融資 

産の変動 

基金、貸付金、出資金など長期金融資産の当該年度における増

減。 

（３）評価・換算 

差額等の変動 

固定資産や金融資産の当該年度に発生した評価益と評価損と

の差額。 

３ その他の純資 

産の変動 

財源、資産形成充当財源の変動以外の変動を示す。 

（単位：百万円） 

単体 連結

615,339 621,160

１．財源変動の部 5,082 5,763

　（１）財源の使途 225,592 226,054

　　　① 純経常行政コスト（行政コストの財源不足分） 187,636 187,532

　　　② 固定資産形成（固定資産(有償取得分)） 20,330 20,703

　　　③ 長期金融資産形成（貸付金、基金積立金など） 3,737 3,930

　　　④ その他（減価償却費(ｲﾝﾌﾗ資産分)など） 13,889 13,889

　（２）財源の調達 230,674 231,817

　　　① 税収（地方税、地方譲与税など） 76,952 76,952

　　　② 補助金等移転収入（地方交付税、国・県支出金など） 75,610 75,771

　　　③ 分担金・負担金等 29,690 29,774

　　　④ その他（保険料、資産売却収入、減価償却費、 48,422 49,320

基金、貸付金等長期金融資産償還金(元金)など）

２．資産形成充当財源変動の部 -8,981 -9,279

　（１）固定資産の変動（固定資産形成－減価償却費） -10,408 -10,747

　（２）長期金融資産の変動 1,186 1,172

（長期金融資産形成－長期金融資産償還収入）

　（３）評価・換算差額等の変動 241 296

（有価証券、土地等再評価による減少分）

３．その他の純資産変動の部 162 162

　（１）その他の純資産の変動 162 162

　当期変動額 -3,737 -3,354

　期末純資産残高 611,602 617,806

　期首純資産残高
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（イ）純資産変動計算書からわかること

純資産は、平成２３年度期間中に、単体で３７億円、連結で３４億円減少し、期末

純資産残高は、単体で６，１１６億円、連結で６，１７８億円となっています。 

（ウ）経年比較 

① 財源変動の部 

平成 2３年度 平成２２年度

単体 ５１億円 １０億円

連結 ５８億円 １８億円

単体では、純経常コストの減、税収や国民健康保険料などの社会保険料、国庫補

助金などの補助金等移転収入の増などにより、財源変動は５１億円の増となりまし

た。 

② 資産形成充当財源変動の部 

平成 2３年度 平成２２年度

単体 ▲９０億円 ▲８９億円

連結 ▲９３億円 ▲９５億円

単体では、長期金融資産の増などがある一方、資産の減要因となる減価償却の増

により、資産形成充当財源変動は９０億円の減となりました。 

③  当期変動額（①＋②） 

平成 2３年度 平成２２年度

単体 ▲３８億円 ▲８０億円

連結 ▲３４億円 ▲７９億円

上記①、②の要因から純資産が減少しました。 
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（４）平成２３年度資金収支計算書（キャッシュフロー計算書） 

（ア）趣旨 

資金（歳計外現金を含む）の一会計年度内の増減を示すものです。どのような活動

に資金を必要としたのかを表しています。 

収支の区分

１ 経常的収支 行政サービスを行うなかで、毎年度継続的に収入、支出されるもの。

２ 資本的収支 学校、道路などの資産形成や投資、貸付金などの収入、支出など。

３ 財務的収支 地方債、借入金などの収入、支出など。 

（単位：百万円）

単体 連結

15,547 18,024

１．経常的収支 32,153 32,884

　（１）経常的支出（人件費、扶助費、補助金、他会計繰出金など） 211,738 219,700

　（２）経常的収入(税収入、地方交付税、国県支出金、使用料・手数料など) 243,891 252,584

２．資本的収支 -20,490 -18,983

　（１）資本的支出（工事請負費、公有財産購入費、貸付金など） 23,296 21,991

　（２）資本的収入（資産売却収入、貸付金元利収入など） 2,806 3,008

基礎的財政収支（１＋２） 11,663 13,901

３．財務的収支 -12,006 -14,276

　（１）財務的支出（公債元金・利子償還金など） 43,511 46,045

　（２）財務的収入（公債発行収入など） 31,505 31,769

　当期資金収支額 -343 -375

　期末資金残高 15,204 17,649

　期首資金残高

（イ）資金収支計算書からわかること 

①経常的収支について 

経常的収支は、行政サービスを行うなかで毎年度継続的に収入、支出されるもの

の収支であり、この経常的収支の黒字額が小さい場合には財政構造が硬直化してい

ると考えられるため、行政活動支出の削減に努めることが必要となります。 

経常的収入は、税収や地方交付税、国県支出金などでありますが、一方で、経常

的支出は、人件費や扶助費、補助金等の移転支出などであり、資本的支出である工

事請負費や公有財産購入費、また、財務的支出である公債費などは含まれておりま

せん。このため、経常的収入が経常的支出を上回り、一般的には黒字となります。 

本市の平成２３年度の経常的収支は、単体で３２２億円の黒字、連結で３２９億

円の黒字となっています。 

②資本的収支について 

資本的収支は、学校、道路などの資産形成や投資、貸付金などの収入、支出など

でありますが、資本的支出の財源は、その多くが税収入などの経常的収入や公債の

発行などの財務的収入で賄われております。このため、資本的支出が資本的収入を

上回り、一般的には赤字となります。
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本市の平成２３年度の資本的収支は、単体で２０５億円の赤字、連結で１９０億

円の赤字となっています。 

③財務的収支について 

地方債や借入金などの収入、支出などである財務的収支は、公債元金と利子の償

還額の合計額が公債発行収入を上回っているため、単体で１２０億円の赤字、連結

で１４３億円の赤字となっています。

（ウ）経年比較 

① 経常的収支 

平成 2３年度 平成２２年度 増減

単体 ３２２億円 ２６１億円 ６１億円増

連結 ３２９億円 ２６４億円 ６５億円増

 単体では、経常的支出において、各種扶助費及び国保等特別会計における給付

費等社会保障関係費の増（４４億）などがある一方で、土地開発公社の債務引受

等による補償金の減（▲４７億）などから、２６億円減少しました。 

一方、経常的収入では、景気が回復基調になったことに伴う市税収入の増（１

９億円）や、地方交付税や国庫支出金の増（１４億円）などで３４億円増加し、

差引である経常的収支は、６１億円増加しました。 

② 資本的収支 

平成 2３年度 平成２２年度 増減

単体 ▲２０５億円 ▲１６９億円 ３６億円減

連結 ▲１９０億円 ▲１０２億円 ８８億円減

単体では、資本的支出において、下水道事業会計の建設改良費の減などがある

一方、屋内競技場の完成などによる投資的経費の増などにより、２６億円増加し

ました。 

一方、資本的収入は、国民健康保険の基金繰入金などで９億円減少し、差引で

ある資本的収支は３６億円減少しました。 

③ 財務的収支 

平成 2３年度 平成２２年度 増減

単体 ▲１２０億円 ▲５０億円 ７０億円減

連結 ▲１４３億円 ▲１２６億円 １７億円減

単体では、公債費支出の増などから、財務的支出は４億円増加しましたが、地

方債発行の減により財務的収入は６６億円減少し、差引である財務的収支は７０

億円減少しました。連結では、単体の要因に加えて、土地開発公社の借入金償還

の減などにより、財務的支出が５２億円減少したことにより、差引１７億円減少

しました。 

④ 当期資金収支額（①＋②＋③） 

平成 2３年度 平成２２年度 増減

単体 ▲３億円 ４２億円 ４５億円減

連結 ▲４億円 ３６億円 ４０億円減

上記①、②、③から、当期資金収支額が減少しました。 
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４．財務諸表からわかる主な指標 

（ア）社会資本形成の世代間比率［純資産／（事業用資産＋インフラ資産）］ 

 社会資本の整備結果を示す事業用及びインフラ資産の合計額のうち、純資産に

よる整備の割合を示すもので、現役世代によって既に負担された割合を見ること

ができます。 

純 資 産 
＝

社会資本形成

の世代間比率事業用資産＋インフラ資産 

社会資本の約６割を現役世代の負担で形成したことになり、将来世代への負担

比率は約４割となっています。また、前年度と比較すると単体で０．２ポイント

上がっておりますが、これは、土地、建物等事業用資産の減等によるものです。 

平成 2３年度 平成２２年度 増減

単体 ５７．４％ ５７．２％ ０．２ﾎﾟｲﾝﾄ増

連結 ５６．７％ ５６．３％ ０．４ﾎﾟｲﾝﾄ増

（イ）純資産比率［純資産／総資産］ 

 総資産のうち、返済義務のない純資産の割合を示すもので、企業の財務分析に

おいて、財務の安定性を図る指標として用いられる自己資本比率に相当するもの

です。 

純 資 産 
＝ 純資産比率 

総 資 産 

この純資産比率が高いほど財政状況が健全であると言えます。  

また、前年度と比較すると単体で０．１ポイント、連結で０．２ポイント上が

っておりますが、これは、上記４（ア）の要因などによるものです。

平成 2３年度 平成２２年度 増減

単体 ５４．５％ ５４．４％ ０．１ﾎﾟｲﾝﾄ増

連結 ５３．９％ ５３．７％ ０．２ﾎﾟｲﾝﾄ増


